
東海旅客鉄道 (JR東海)の知財戦略： 中核技
術防衛の「要塞モデル」と運用ノウハウ収益化

の「エコシステムモデル」 
 

エグゼクティブサマリ 
 

本レポートは、東海旅客鉄道株式会社（以下、JR東海）の知的財産（IP）戦略について、公開情報に
基づき網羅的に分析したものです。同社のIP戦略は、その経営理念である「日本の大動脈と社会基
盤の発展への貢献」⁶、¹⁵と不可分に結合しており、鉄道輸送という中核事業の絶対的優位性を維持・
防衛することを最上位の目的としています。本分析の結果、同社の戦略は「防衛」と「活用」という二

つの異なるモデルを、対象領域に応じて明確に使い分ける、高度に合理的かつ二面的な構造（デュ

アル・モデル）を有していると結論付けられます。 

当分析に基づく主要な調査結果（Key Findings）は以下の10点です。 

●​ 戦略の核心：「大動脈」の技術的担保​
JR東海のIP戦略の根幹は、経営理念「日本の大動脈」⁶、¹⁵を技術的に担保することにあります。
IPは、安全性、安定性、快適性、環境性能といった中核的価値²を維持・向上させるための「手
段」として明確に位置づけられています。 

●​ 要塞モデル（防衛）：中核技術の徹底秘匿​
超電導リニア技術を「虎の子」⁴と認識し、その技術漏洩を極度に警戒しています。核心技術の
多くは特許公開による模倣リスクを避け、ノウハウとして秘匿する「ブラックボックス戦略（営業

秘密化）」が採用されていると推察されます。 
●​ エコシステムモデル（活用）：リスクを排したノウハウの収益化​
台湾高速鉄道への技術コンサルティング契約⁷、⁸は、同社の「活用」戦略を象徴しています。
ハードウェア（車両）の製造・販売（およびそれに伴う技術流出リスク）はパートナー企業に任

せ、自らは「運用・保守・教育」といった模倣困難な「システム・ノウハウ」を提供し、高付加価値

なフィー（コンサルティング料）を得るビジネスモデルを確立しています。 
●​ ESG経営とIPの統合​

N700Sの消費電力削減²や、新幹線で初めて車体の一部に再生アルミ部材を使用する技術（特
に「アルミの選別工程」）²は、IPがESG経営（特に環境：E）の具体的な達成手段（Proof Point）と
して機能していることを示しています。 

●​ 厳格なブランド防衛：「周辺」領域の確保​
第三者による「リニア特急」の商標出願を、文房具類という周辺商品においても「出所混同のお

それ」を理由に拒絶に導いた事例³は、同社のブランド防衛が極めて広範かつ予防的であること
を示しています。 

●​ 未来のブランド価値の先行確保​



リニア車両の「ピクトグラム（絵文字）」を商標出願¹²するなど、将来の事業（リニア開業）における
視覚的アイデンティティを法的に早期確保する、周到なブランド管理戦略が確認されます。 

●​ 広範なライセンス事業：「鉄道体験」のIP化​
子会社（JR東海エージェンシー）を通じ、車両⁹や駅名標⁵だけでなく、「車内メロディ」や「発車音」
といった「音（サウンド）」⁵までもライセンス対象とする、ユニークなIPエコシステムを構築・収益化
しています。 

●​ 競合との明確な差異：「本業集中」型のIP戦略​
競合であるJR東日本が「Suica」や「エキナカ」など多角化事業をIPで下支えする「分散・活用」型
¹³、¹⁰であるのに対し、JR東海は「新幹線・リニア」という中核輸送事業にIPリソースを集中投下す
る「集中・防衛」型という対照的な構造が明確です。 

●​ 最大のリスク：リニアプロジェクト遅延に伴うIP価値の毀損​
巨額のR&D投資によって蓄積されたリニア関連の特許ポートフォリオは、プロジェクトの遅延¹⁶
が長引くほど、特許権の存続期間（出願から20年）の満了や技術的陳腐化による「価値毀損」リ
スクに直面します。 

●​ 戦略的含意：デュアル・システムの運用ノウハウ​
将来リニアが開業した場合、JR東海は「車輪式（新幹線）」と「浮上式（リニア）」という2つの異な
る大動脈を同時に運用する世界唯一の事業者となり、その「デュアル・システム運用ノウハウ」

自体が、新たな最強の「運用IP」の源泉となると予測されます。 

 

背景と基本方針：IP戦略の経営的位置づけ 
 

東海旅客鉄道株式会社（JR東海）の知的財産（IP）戦略は、独立した戦略として存在するのではな
く、同社の経営理念および事業戦略と不可分に、かつ強固に結びついています。その基本方針を理

解するためには、まず同社が自らの使命（ミッション）をどのように定義しているかを分析する必要が

あります。 

JR東海は、統合報告書（2025年版）において、自社の使命を「日本の大動脈と社会基盤の発展に貢
献する」ことであると定義しています⁶、¹⁵。ここでいう「日本の大動脈」とは、東京～名古屋～大阪とい
う、日本の経済・文化の中核をなす地域間の高速大量旅客輸送を指します⁵、⁶。また、「社会基盤」と
は、名古屋・静岡を中心とした在来線網と、それらの地域に根差した関連事業を指します⁵。 

この経営理念は、同社のIP戦略における最上位の指針（North Star）として機能していると見られま
す。すなわち、JR東海にとっての知的財産とは、この「大動脈」および「社会基盤」の機能を、現在お
よび将来にわたって維持・発展させるための「技術的担保」に他なりません。IP戦略の第一義的な目
的は、IPそのものから直接的なライセンス収益を上げること（収益化）以上に、「日本の大動脈」として
の輸送サービスの絶対的優位性、すなわち「安全性、安定性、快適性、環境性能」²を確保し、他社
の追随を許さないレベルに維持し続けるための「手段」として位置づけられています。 

このことは、統合報告書⁶、¹⁵の構成からも推察されます。事業戦略の冒頭で「日本の大動脈」を定義
した直後に、N700Sの投入（最新技術の活用）や中央新幹線（リニア）プロジェクトといった、技術革



新に関する項目が配置されています。これは、経営戦略と技術（IP）戦略が不可分に結合しているこ
との証左です。IPは、同社が「社会基盤」として担う「技術的負託（Technical Fiduciary Duty）」を、具
体的に履行するための核心的な要素であると分析されます。 

この基本方針は、同社の技術に対する独特の矜持（きょうじ）と、それに基づく強固な「防衛思想」に

もつながっています。2011年の報道（FACTA）によれば、同社の元幹部は新幹線技術について、「国
内のメーカーと旧国鉄の技術陣の長きにわたる汗と涙の結晶」であると表現しています⁴。この言葉
は、同社が自らの中核技術（IP）を、単なる売買可能な「資産（Asset）」としてではなく、過去からの技
術的蓄積の集大成であり、断固として「防衛すべき聖域（Sanctuary）」として捉えていることを象徴し
ています。 

この「防衛思想」は、後述する中国への技術流出に対する強い懸念⁴と表裏一体であり、同社のIP戦
略が、近年のトレンドである「オープンイノベーション」や「技術の積極的ライセンスアウト」とは一線を

画し、むしろ「クローズドな技術管理（要塞モデル）」を志向する根本的な理由であると推察されます。 

さらに、JR東海のIP戦略は、近年企業経営において重要性が増している「ESG経営」とも深く統合さ
れています。同社は「ESG経営」の実践を掲げており⁶、¹⁵、IPの創出と活用は、特に「E（環境）」と「S
（社会）」の目標達成と不可分な関係にあります。 

「E（環境）」側面での代表例が、N700Sの導入による環境負荷低減です。N700Sは、N700Aタイプと
の比較において、消費電力量で△7%を達成しています（当初見込みの△6%を上回る実績）²。これ
は、「空調の制御方式の最適化」²といった、具体的な技術的改良（IP）によって達成されたものです。 
さらに注目すべきは、2022年5月のリリースで発表された「再生アルミ部材」の使用です²。従来、廃
車となる新幹線車両のアルミは内装部品（荷物棚など）へのリサイクルに留まっていました。しかし、

N700Sの追加投入車両においては、「アルミの選別工程を確立」²することによって、強度が求められ
る新製車両の「車体の一部（屋根部など）」²に再生アルミ部材を使用することを可能にしました。 
IP戦略の観点から重要なのは、単に「再生アルミを使った」という事実ではなく、「強度が求められる
新製車両の車体材料として使用するための信頼性・品質を確保」する「アルミの選別工程」²という、
具体的な**プロセス・ノウハウ（製造技術IP）**を確立した点にあります。これは、製品（モノ）の特許
とは異なり、リバースエンジニアリングによる模倣が困難な、強力な「ブラックボックス型IP」と言えま
す。このプロセスIPの確立により、車体に使用するアルミ製造時のCO2排出量を約2%、1編成あたり
50トン削減する²という、具体的な「E（環境）」目標が達成されています。 
「S（社会）」側面では、N700Sにおける「安全性・安定性の向上」（地震時ブレーキ距離の短縮、状態
監視機能の強化など）²や、「利便性の向上」（車椅子スペースのコンセント位置変更、多目的室の窓
位置変更による車窓の確保）²が挙げられます。これらもすべて、設計思想、工学技術、人間工学に
基づくノウハウといった、広義の知的財産権の集積によって実現されています。 

このように、JR東海のIP戦略は、経営理念である「日本の大動脈」の維持・発展を最上位の目的と
し、技術的矜持に基づく強固な「防衛思想」を根底に持ちながら、ESG経営という現代的な要請に対
しても、具体的な技術IP（特に模倣困難なプロセスIP）の創出をもって応える、という重層的な基本方
針の上に成り立っていると分析されます。 
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全体像と組織体制：IPガバナンスの構造 
 

JR東海のIP戦略を遂行する組織体制やガバナンス構造について、同社は競合他社（例えばJR東日
本¹³）と比較して、統合報告書⁶、¹⁵や有価証券報告書などのIR資料において、その詳細を明示的に開
示していません。例えば、JR東日本がJIPA（日本知的財産協会）の機関誌において知財部門の活動
（分析・評価、教育、表彰制度など）¹³を紹介しているのに対し、JR東海から同様の体系的な情報開
示は限定的です。 

しかし、この「開示の限定性」自体が、同社のIP戦略（特に「防衛思想」）を反映した結果である可能
性があり、公開情報を丹念に分析することで、そのガバナンス体制の輪郭を推察することは可能で

す。 

本分析では、JR東海のIPガバナンスは、管理対象とするIPの特性に応じて、二つの異なるチャネル
を使い分ける「二元体制」が採用されている可能性が高いと推察されます。 

1. 中核技術IP（特許・営業秘密）の管理体制（本社・R&D部門主導） 

超電導リニア⁴やN700Sの基幹技術（安全性、環境性能に関わる技術）²、¹といった、同社の競争優
位の源泉であり、かつ「防衛」を最優先すべき中核技術（特許および営業秘密）については、本社（法

務部門、総合技術本部など）と研究開発部門（技術開発、リニア開発）が緊密に連携し、社内で厳格

に管理する体制が敷かれていると見られます。 
この体制下では、IPの「活用（ライセンスアウト）」よりも「防衛（技術流出防止、権利侵害の排除）」が
最優先されます。前述の技術流出への強い警戒感⁴は、この管理体制が単なる法務的な権利管理
に留まらず、人的・物理的なアクセス管理を含む、高度なセキュリティ体制を伴っていることを示唆し

ています。 
2. ブランドIP（商標・意匠・著作権）の管理体制（子会社活用） 

一方で、新幹線車両のデザイン、名称（「のぞみ」「ひかり」など）、あるいは「リニア」といったブランド

に関連するIP（商標、意匠、著作権）については、その「活用（収益化）」と「防衛」を機動的に行うた
め、専門組織がその役割を担っていると見られます。 
具体的には、連結子会社である「株式会社JR東海エージェンシー」が、そのIPコンテンツ事業部を通
じて、ライセンス窓口としての機能を果たしています⁹。同社のウェブサイトでは、「新幹線・鉄道系

https://jr-central.co.jp/news/release/_pdf/000042059.pdf
https://facta.co.jp/article/201108005.html
https://company.jr-central.co.jp/ir/annualreport/_pdf/annualreport2025-01.pdf
https://company.jr-central.co.jp/ir/annualreport/_pdf/annualreport2025.pdf
https://company.jr-central.co.jp/ir/annualreport/_pdf/annualreport2025.pdf


キャラクターを使ったグッズなどの商品化」を希望する法人向けに、JR東海が商品化権を所有する
知的財産の使用を許諾するライセンス事業が紹介されています⁹、⁵。 
この体制の合理性は、以下の2点にあると推察されます。 
第一に、専門子会社にライセンス窓口を集約することで、玩具、文房具、食品など多岐にわたる商品

化ニーズに対し、迅速かつ専門的な対応（契約、監修、ロイヤリティ管理）が可能になります。 
第二に、本社は「大動脈」の運行と中核技術の防衛・開発という基幹業務に集中し、ブランド活用と

いう周辺（ただし高マージン）事業は子会社に委ねることで、グループ全体としての経営効率を高め

ることができます。 
このように、JR東海は「防衛すべきIP（中核技術）」は本社主導で厳格に秘匿・管理し、「活用すべき
IP（ブランド）」は子会社を通じて機動的に収益化するという、効率的なIPガバナンスの二元体制を構
築している可能性が高いと分析されます。 

このガバナンス体制は、社内（グループ内）に留まらず、同社の技術力の源泉である「サプライチェー

ン」に対しても強力に及んでいると見られます。N700Sの高性能な主電動機用軸受は、NTN株式会
社が供給する「セラミック溶射被膜絶縁軸受」であり、この技術は300系新幹線以来、歴代の新幹線
に採用されてきた実績があります¹。 
この事実は、JR東海の技術的優位性（IP）が、NTNのような高度な技術力を持つ特定のサプライ
ヤーとの、長期にわたる「共同開発」または「厳格な仕様策定」の歴史（まさに「汗と涙の結晶」⁴の一
部）に深く根差していることを示しています。 
したがって、JR東海のIPガバナンスは、自社内の権利管理に留まらず、これら基幹部品メーカー（サ
プライチェーン）との間での、知的財産の取り扱い（共同出願、専用実施権の設定、秘密保持義務）

に関する厳格な契約管理と、技術流出を防止するための強固なパートナーシップ（あるいは報道⁴が
示唆するような強いプレッシャー）の行使を含んだ、広範なものであると推察されます。 
最後に、IP創出のインセンティブについてです。N700Sのような継続的な技術革新（空調制御の最適
化²、再生アルミの選別工程²など）は、現場や研究開発部門における絶え間ない改善活動と、そこか
ら生まれる発明（IP）の賜物です。競合であるJR東日本は、社内の優れた発明を表彰する制度（技術
企画部長表彰）や、経営層への啓蒙活動（知的財産講演会）を明記し、IP創出のインセンティブとマ
インドを醸成する仕組みを公開しています¹³。 
JR東海については、こうした具体的なインセンティブ制度に関する公開情報は限定的です。しかし、
世界最高水準の安全・安定輸送を支える技術革新が継続的に生まれているという事実は、公開され

ているか否かに関わらず、社内に強力なR&Dカルチャーと、優れた発明を正当に評価し（あるいは報
奨し）、権利化を推進するIPマインドが組織的に根付いていることの何よりの証左であると言えます。 
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詳細分析（1）：中核技術（特許・営業秘密）の防衛戦略 
 

JR東海の知的財産戦略において、最も重要かつ厳重な管理下にあるのが、同社の競争力の源泉そ
のものである「中核技術」に関するIP（特許および営業秘密）です。この領域における戦略は、「活用」
や「公開」よりも、徹底した「防衛」に主眼が置かれていると分析されます。 

「虎の子」としての超電導リニア技術：防衛の最優先対象 

同社の技術IP戦略を分析する上で欠かせないのが、次世代の「日本の大動脈」⁶と位置づけられる超
電導リニア（中央新幹線）プロジェクトです。2011年の報道（FACTA）は、JR東海が最も恐れるのは
「虎の子のリニア技術が漏れること」であると指摘しています⁴。この「虎の子」という表現は、リニア技
術が単なる多数の特許の集合体（ポートフォリオ）ではなく、国家レベルのインフラ技術であり、かつ

同社の未来（数十年先）の競争優位を決定づける、代替不可能な核心的資産であるという強い認識

を示しています。 

この強い警戒感⁴は、リニア関連のIP戦略が、一般的な製造業の特許戦略とは根本的に異なるアプ
ローチを採っている可能性を示唆します。 
通常の特許戦略では、技術を特許出願し、権利（特許権）として公開・公示することで他社の参入を

牽制し、ライセンス収入を得る、あるいはクロスライセンス交渉の材料とするといった「活用」の側面

があります。しかし、リニア技術のような超高度かつシステム的な技術の場合、特許として技術内容

を詳細に公開すること自体が、競合（特に国家の支援を受けた海外企業）に模倣のヒントを与え、技

術流出につながるリスクを孕んでいます。 
したがって、JR東海は、リニア技術の核心部分（例えば、超電導磁石の特殊な製造プロセス、地上コ
イルの精密な制御アルゴリズム、浮上・推進・案内の統合制御ノウハウなど）については、あえて特

許出願による公開を避け、厳格な管理下で「営業秘密（トレードシークレット）」として秘匿する、「ブ

ラックボックス戦略」を意図的に採用している可能性が極めて高いと推察されます。 
報道⁴が示唆するような、取引先（サプライチェーン）に対する技術部門の人的構成（国籍など）への
関与やプレッシャーといった（真偽はともかく）極めて強い警戒措置は、この「ブラックボックス戦略」を

維持するためには、法務的な契約（秘密保持契約）だけでなく、物理的・人的なレベルでの厳格なア

クセス管理とガバナンスが不可欠であるという、同社の強い意志の表れであると解釈できます。 
新幹線（N700S）における継続的改良：網羅的特許ポートフォリオ 

リニア技術が「未来のIP」の防衛であるとすれば、現行の「日本の大動脈」である東海道新幹線、特
にその最新型車両N700Sに関するIPは、「現在のIP」の継続的強化と言えます。N700Sは「安全性、
安定性、快適性、環境性能などをさらに向上させた」²車両であり、この「さらなる向上」は、無数のIP
の集積によって実現されています。 

これらのIPは、大きく二つのカテゴリーに分類できると見られます。 

http://www.jipa.or.jp/kaiin/kikansi/honbun/2017_10_1605.pdf
https://company.jr-central.co.jp/ir/annualreport/_pdf/annualreport2025.pdf


第一は、基幹部品やハードウェアに関する「要素技術IP」です。例えば、NTNが供給する主電動機用
軸受（セラミック溶射絶縁軸受）¹は、300系以来の蓄積がある核心的な要素技術です。これらの技術
は、特許権によって強固に保護されていると推察されます。 
第二は、それらの要素技術を組み上げ、システム全体として最適化する「システム・制御IP」です。
N700Sが消費電力目標（△6%）を上回る△7%を達成した要因の一つである「空調の制御方式の最
適化」²は、その典型例です。これはハードウェアの改良ではなく、ソフトウェア（制御ロジック）の改良
であり、このような制御系IPは、特許ポートフォリオの重要な一部を形成していると見られます。 
模倣困難性の構築：システムとしてのIPと「プロセスIP」 

JR東海の技術的優位性の本質は、個別の特許（例：軸受¹、車体²）に留まりません。むしろ、これらの
要素技術（ハードウェア）を、世界最高水準で「安全」かつ「高密度」に「効率的」に「運用」するため

の、体系化された「システム・ノウハウ（運用IP）」にこそ、同社の模倣困難な競争優位の源泉がある
と分析されます。 

この「運用IP」の重要性を裏付けているのが、後述する台湾高速鉄道への技術コンサルティング（
2024年締結）⁷の内容です。この契約でJR東海が提供するのは、車両そのもの（ハードウェア）では
なく、「車両所・工場の検査・修繕設備の更新」「スタッフの訓練・教育プログラムの策定」「信号システ

ムの修正」「試運転・性能試験」といった、まさに「運用ノウハウ」の塊です⁷、⁸。これらは、長年の新幹
線運営によって蓄積された「暗黙知（Tacit Knowledge）」の集大成であり、単一の特許を侵害・模倣
するよりも遥かに困難な、最強のIPバリアとなっていると言えます。 

さらに、N700Sの「再生アルミの選別工程」²の確立は、同社が「プロセスIP」の構築を重視しているこ
とを示しています。製品（モノ）の特許は、リバースエンジニアリングによって解析・模倣されるリスク

が常に伴います。しかし、その製品を製造するための「工程（プロセス）」、特に「選別工程」のようなノ

ウハウは、外部から見えにくく、模倣が困難です。このような「プロセスIP」をブラックボックス化して秘
匿することは、環境性能（ESG）²と製造上の競争優位（コスト、品質）を同時に達成する、極めて高度
なIP戦略であると評価できます。 

総じて、JR東海の中核技術IP戦略は、リニアのような未来技術は「営業秘密」として徹底的に防衛
（要塞モデル）し、新幹線のような現行技術は「要素技術IP」「制御IP」「プロセスIP」を網羅的に固め、
さらにそれら全てを運用する「システム・ノウハウ（運用IP）」で全体を覆うという、多層的かつ強固な
防衛体制を構築しているものと分析されます。 

 

当章の参考資料 
 

●​ ¹ https://www.ntn.co.jp/japan/news/press/news202000057.html 
●​ ² https://jr-central.co.jp/news/release/_pdf/000042059.pdf 
●​ ⁴ https://facta.co.jp/article/201108005.html 
●​ ⁶ https://company.jr-central.co.jp/ir/annualreport/_pdf/annualreport2025.pdf 
●​ ⁷ https://jr-central.co.jp/news/release/nws003991.html 
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●​ ⁸ https://www.traicy.com/posts/20231205284488/ 

 

詳細分析（2）：ブランドIP（商標・意匠）の保護と活用戦略 
 

JR東海のIP戦略において、「中核技術（特許・営業秘密）」が「防衛」を最優先する「要塞モデル」であ
るのに対し、「ブランドIP（商標・意匠・著作権）」は、「防衛」と「活用」の両面を積極的に推進する、もう
一つの重要な柱となっています。同社は、新幹線やリニアといった強力なブランド・アイデンティティ

を、厳格に保護すると同時に、子会社を通じて体系的に収益化する「エコシステムモデル」を構築し

ています。 

ブランド防衛（1）：中核事業の「周辺」を固める商標戦略 

JR東海のブランド防衛戦略が、いかに広範かつ予防的であるかを示す象徴的な事例が、2017年（平
成29年）1月27日に拒絶審決が下された「リニア特急」商標出願の事案です³。 
この事案は、第三者が「リニア特急」という標準文字商標を、第16類「文房具類」等を指定商品として
出願したものです。これに対し特許庁は、この商標がJR東海の「リニア新幹線」を想起・連想させ、あ
たかもJR東海の業務に係る商品であるかのように「出所について混同を生ずるおそれがある」とし
て、商標法第4条第1項第15号（出所混同）に該当すると認定し、出願を拒絶しました³。 
この審決が、JR東海のIP戦略の観点から極めて示唆に富むのは、拒絶の理由（要旨）の一つとし
て、「JR東海の連結子会社には、文房具を含めた鉄道グッズを制作・販売する会社が存在する」³と
いう事実が認定された点です。 
これは、JR東海が「リニア」という中核事業のブランドを法的に保護するために、単に「リニア」そのも
のの商標（例：鉄道輸送）を押さえるだけでなく、そのブランドが想起される可能性のある「周辺商品

（文房具など）」の領域⁹、⁵についても、あらかじめ子会社（JR東海エージェンシー）を通じて実際に「事
業（鉄道グッズの制作・販売）」を行っておく、という戦略的な布石を打っていたことを示唆していま

す。 
商標法上の「混同のおそれ」は、商標が類似していること（「リニア特急」と「リニア新幹線」の類似性³
）だけでなく、商品・役務（サービス）が関連していること、そして需要者（顧客）が共通していること³も
要件となります。JR東海（および子会社）が文房具類を販売しているという「事業実績」は、まさにこ
の「商品・役務の関連性」と「需要者の共通性」を立証するための強力な根拠となります。 
このように、JR東海は、中核となるブランド（「リニア」）を守るために、その周辺の「堀」（周辺商品カテ
ゴリ）を、子会社の事業活動（ライセンス事業）⁹によって戦略的に埋め、第三者による「タダ乗り（Free 
Riding）」や「希釈化（Dilution）」を許さない、強固なブランド防衛網を構築していると分析されます。
出願人が「文房具等に採用される可能性は極めて少ない」と反論しても³、現実に子会社が事業とし
て行っている以上、その主張は退けられることになります。 
ブランド防衛（2）：未来のブランド・アイデンティティの確保 

JR東海のブランド防衛は、現在の脅威に対応するだけでなく、未来のブランド価値を先行して確保す
る動きにも表れています。2021年頃、JR東海が、建設を進めるリニア中央新幹線の「ピクトグラム
（絵文字）」の図案を特許庁に商標出願したことが報じられています¹²。この図案は、営業仕様の車両

https://www.traicy.com/posts/20231205284488/


として開発された「L0（エルゼロ）系改良型試験車」とみられる車両が浮いているようなデザインであ
るとされています¹²。 

これは、リニア開業（時期は不透明性が増しているものの）という、将来の極めて重要な事業マイル

ストーンを見据え、その中核となる「視覚的アイデンティティ（Visual Identity）」を、法的に確保する先
行的な動きです。 
ピクトグラムは、駅の案内表示¹²といった実用的な用途に留まらず、将来的にはウェブサイト、公式ア
プリ、広告宣伝、そして前述のライセンス商品（グッズ）⁹など、あらゆる顧客接点（タッチポイント）で使
用される、リニアブランドの「顔」となります。この「顔」を、開業のはるか以前から商標として登録・確

保しておくことで、第三者による類似デザインの無断使用や、それによるブランドイメージの毀損・陳

腐化を未然に防ぐことができます。これは、リニアという巨大プロジェクトのブランド価値を、長期にわ

たって最大化するための、極めて周到なIP戦略の一環であると評価されます。 
ブランド収益化（国内）：IPエコシステムの構築 

JR東海は、ブランドIPを「防衛」するだけでなく、その「活用（収益化）」においても、非常に体系的かつ
広範なエコシステムを構築しています。この役割の中心を担うのが、前述の連結子会社「株式会社

JR東海エージェンシー」です⁹。 
同社は「IPコンテンツ事業」⁹の一環として、JR東海が商品化権を所有する知的財産を、法人顧客
（グッズメーカーなど）に許諾するライセンス事業を積極的に展開しています。 
このライセンス事業の最大の特徴は、IPとして管理・許諾する対象の「幅広さ」と「ユニークさ」にあり
ます。同社のウェブサイト（プロパティライセンス事例紹介）⁵によれば、ライセンス対象は以下のカテ
ゴリーに及んでいます。 

1.​ ハード（モノ）：車両・設備​
N700S、923形ドクターイエローといった現行の人気車両から、0系・300系といった引退車両、
在来線（HC85系など）、さらには「超電導リニアL0系改良型試験車」⁵といった未来の車両まで、
JR東海を象徴する「ハードウェア（モノ）」が網羅されています。 

2.​ 記号（シンボル）：デザイン・標識​
車両のデザインだけでなく、「駅名標」（例：京都 駅名標）⁵や前述のピクトグラム、各列車の
「ヘッドマーク」⁵といった、鉄道システムを構成する「記号（シンボル）」もライセンス対象となって
います。 

3.​ 音（サウンド）：体験の構成要素​
最もユニークかつ戦略的に注目すべきは、「音」のIP化です。JR東海エージェンシーは、「新幹
線音源」として、「タイフォン（警笛）」「ドア開閉音」「発車メロディ」「車内メロディ」「車内アナウン

ス他」⁵といった音源の貸し出し（ライセンス）を行っています。 

この「音（サウンド）」のIP化は、JR東海が「鉄道体験」そのものを、解像度の高いIPの束（Bundle of 
IP）として捉えていることを示しています。視覚（車両デザイン、駅名標）だけでなく、聴覚（車内メロ
ディ、発車音）に至るまで、顧客がJR東海（特に東海道新幹線）を想起する要素のすべてを知的財産
として管理し、その使用を許諾しています。 
これにより、JR東海グループは、本業である運輸収入以外に、高マージンなロイヤリティ収入源を確
立しています。それと同時に、市場に流通する多種多様なライセンス商品（玩具、文具、飲料⁹など）
を通じて、自社で多額の広告宣P費を投じることなく、ブランドの認知度、好感度、そして親近感を継
続的に高めるという、強力なマーケティングの好循環（エコシステム）を生み出しています。 



このように、JR東海のブランドIP戦略は、中核事業の「堀」を埋める厳格な「防衛」と、鉄道体験の構
成要素（音を含む）までを収益化する広範な「活用」が、表裏一体となって推進されていると分析され

ます。 

 

当章の参考資料 
 

●​ ³ https://fujita-pat.com/trademark/news/recent/819/ 
●​ ⁵ https://www.jrta.co.jp/addiv/property-license.php 
●​ ⁹ https://www.jrta.co.jp/addiv/property-license.php 
●​ ¹² https://www.tm106.jp/?p=61221 

 

詳細分析（3）：IPの国際展開と収益化モデル 
 

JR東海のIP戦略において、国内でのブランド活用（エコシステムモデル）と並び、近年その重要性を
増しているのが、国際的な事業展開における知的財産の取り扱いです。ここでもまた、同社のIP戦略
の根底にある「中核技術の防衛」という基本思想が、その国際展開モデルの形態を強く規定している

と分析されます。 

過去の教訓とリスク回避型モデル 

JR東海の国際的なIP戦略を考察する上で、2000年代から2010年代にかけての、日本の新幹線技
術の海外（特に中国）への移転と、その後の展開を無視することはできません。 
詳細は本レポートのスコープ外となりますが、当時、日本の企業連合（川崎重工業など）が中国に新

幹線技術（車両）を供与した後、中国側がそれをベースに独自の高速鉄道技術として発展させ、さら

には国際市場（インドネシアなど）で日本と競合するに至ったという経緯があります。 
2011年の報道（FACTA）は、JR東海（特に当時の経営陣）が、この中国への技術移転（およびその後
の「技術流出」と認識され得る事態）に対し、極めて強い警戒感を持っていたことを示しています⁴。同
報道によれば、新幹線技術を中国に渡したとされる川崎重工業に対し、JR東海が事実上の「出入り
禁止」措置をとったとされるほど、その不信感は根深いものであったとされています⁴。 
この「過去の教訓」、あるいは「技術流出への強いアレルギー」⁴とも言える経験が、その後のJR東海
の国際的なIP展開モデルを決定づけていると推察されます。 
すなわち、特許権や車両（ハードウェア）そのものを「売り切り」で提供したり、安易な「ライセンスアウ

ト」を行ったりするビジネスモデルは、中核技術が（契約上の防衛策を講じたとしても）流出・模倣さ

れ、将来の競合相手を育てる「ブーメラン効果」を生むリスクが極めて高い、とJR東海は判断してい
る可能性が高いです。 
その結果、同社は、ハードウェアの供与や単純な技術ライセンスを極力避け、管理可能かつ流出リ

スクが低い「別の形態」でのIP収益化モデルを模索することになったと見られます。 

https://fujita-pat.com/trademark/news/recent/819/
https://www.jrta.co.jp/addiv/property-license.php
https://www.jrta.co.jp/addiv/property-license.php
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台湾モデル：「システム・ノウハウ」のコンサルティング 

その「リスク回避型の収益化モデル」の完成形の一つが、台湾高速鉄道（台湾高鐵、THSRC）との関
係に見ることができます。 
台湾高速鉄道は、2007年の開業当初から、日本の新幹線（700T型、700系ベース）を導入・運行し
ており、JR東海とは長年にわたり良好な関係を築いてきました。2014年には技術支援契約を締結
し、台北～南港間の延伸工事などでJR東海が技術コンサルティングを行ってきた実績があります⁷。 
この協力関係は、2024年5月1日に、新たな技術コンサルティング契約の締結によって、さらに強固
なものとなりました⁷、⁸。この新契約は、台湾高鐵が「当社（JR東海）が開発した最新型車両 N700S 
をベースとした新型高速鉄道車両の導入を計画」⁷していることを受けたものです。 
この契約（および一連のスキーム）が、JR東海のIP戦略の観点から極めて重要なのは、彼らが「何を
提供し、何を収益化しているか」という点です。 
まず、台湾高鐵が導入するN700Sベースの新型車両（12編成、約1,240億円）⁷は、JR東海が製造・
販売するわけではありません。これは「Hitachi Toshiba Supreme Consortium」（日立製作所および
株式会社東芝）⁷が受注しています。つまり、車両（ハードウェア）の製造・販売と、それに伴う製造技
術IPのライセンス（およびその流出リスク）は、パートナーであるメーカー（日立・東芝）が担う形となっ
ています。 
一方で、JR東海が台湾高鐵と締結した契約（2024年5月1日～2030年7月31日）⁷で提供するのは、
「鉄道事業者としての知見」⁷、⁸を活かした「技術コンサルティング」です。その具体的な内容は、プレ
スリリース⁷によれば、以下の通りです。 
1.​ 計画管理: 新型車両導入に向けた全体計画の管理 
2.​ 設備更新: 車両所・工場の検査・修繕設備の更新 
3.​ 人材育成: オペレーション・メンテナンスを行うスタッフの訓練・教育プログラムの策定 
4.​ システム統合: 信号システムの修正 
5.​ 品質保証: 新車引渡し後の試運転・性能試験などの業務 

これらは、個別の特許やハードウェアではなく、すべて「運用ノウハウ（オペレーション・システムIP）」
であり、「暗黙知（Tacit Knowledge）」の塊です。 
すなわち、JR東海は、自らが直接ハードウェア（車両）を売る（＝技術流出のリスクを負う）ことなく、
自社の最大の強みである「世界最高水準の安全・安定・高密度な運用ノウハウ」という、模倣やリ

バースエンジニアリングが極めて困難なIP（知的サービス）を提供することで、高付加価値なコンサル
ティングフィー（フィービジネス）を長期（2030年まで）⁷にわたって得る、というビジネスモデルを確立
しています。 
これは、中核技術の「防衛・秘匿（要塞モデル）」と、技術流出リスクを完全に遮断した形での「高付加

価値収益化（エコシステムモデル）」を両立させた、極めて高度な「サービスとしてのIP（
IP-as-a-Service）」モデルであると分析されます。 
国内インフラ輸出政策との連動 

JR東海のこの台湾モデルは、単なる一企業の戦略に留まらず、日本政府のインフラ輸出政策とも軌
を一にしています。 
国土交通省は、かねてより建設企業（インフラ）の海外展開を推進しており、その中で知的財産の保

護と活用を重要なテーマとして挙げています。平成28年（2016年）4月に公表された「知的財産を活
用した海外展開のためのハンドブック」¹¹では、「他社に実施許諾することによるフィービジネス等、適



切なビジネスモデルの選定と構築が重要」¹¹であると指摘されています。 
インフラ（特に建設業）は、模倣されても発見・証明が難しい¹¹という特性があり、IP保護が重要である
とされています。JR東海が台湾で実践している「運用ノウハウのコンサルティング（フィービジネス）」
は、まさにこの国交省が推奨する「フィービジネス」の最優良事例と位置づけられます。 
ハードウェア（モノ）の輸出だけでなく、その運用・保守・教育といった「コト（サービス・ノウハウ）」をIP
パッケージとして提供し、フィーを得るというJR東海の戦略は、今後の日本のインフラ輸出戦略にお
ける「高付加価値化」のモデルケースとなり、他分野（空港、港湾、水道など）の海外展開においても

参照される可能性が高いと見られます。 
 

当章の参考資料 
 

●​ ⁴ https://facta.co.jp/article/201108005.html 
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●​ ¹¹ https://www.mlit.go.jp/report/press/totikensangyo13_hh_000416.html 

 

競合比較：JR東海とJR東日本のIP戦略 
 

JR東海の知的財産戦略は、その経営理念（「日本の大動脈」）⁶に強く根差した、極めて独自性の高
いものです。この独自性をより鮮明にするため、同じ旧国鉄（日本国有鉄道）から分割民営化された

JR他社、特に広範な事業領域と積極的なIP戦略開示を（比較的）行っている東日本旅客鉄道株式会
社（以下、JR東日本）と比較分析することは有益です。 

両社のIP戦略の根本的な違いは、その「事業ドメイン（事業領域）」と「収益構造」の違いに起因して
いると推察されます。 
JR東海は、その収益の大部分を「東海道新幹線」という単一の「大動脈」輸送に依存しています（統
合報告書2025によれば、運輸事業の営業収益のうち、東海道新幹線が約8割を占める）⁶。したがっ
て、同社の経営戦略およびIP戦略が、この「中核輸送（大動脈）」の絶対的優位性を維持・防衛する
こと、および次世代の中核である「リニア」⁴に極度に集中するのは、極めて合理的な経営判断です。 
一方、JR東日本は、首都圏の稠密（ちゅうみつ）な在来線網を基盤としつつも、「Suica」（交通ICカー
ドから決済・金融プラットフォームへ）、「エキナカ」（駅構内のリテール・不動産事業）、「JRE POINT」
（共通ポイント）など、鉄道事業を基盤とした「非運輸事業（ライフスタイル事業）」へと、早くから積極

的な多角化を推進しています。 
この事業構造の違いが、そのまま両社のIP戦略の方向性に色濃く反映されていると見られます。 
以下に、公開情報（IR資料、業界誌、関連報道）に基づき、両社のIP戦略の特性を比較分析した表
（推定を含む）を提示します。 
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表1：JR東海とJR東日本のIP戦略比較（分析に基づく推定） 

比較軸 東海旅客鉄道（JR東海） 東日本旅客鉄道（JR東日本） 

1. 戦略的ポジショニング 「日本の大動脈」という中核

事業（本業）の絶対的防衛

と、将来（リニア）の優位性確

保が最優先⁶、⁴。 

中核事業（鉄道）の支援に加

え、事業多角化（非運輸・ライ

フスタイル事業）の推進・支

援を重視¹³。 

2. IPガバナンス（開示姿勢） IP戦略に関する体系的な開
示は限定的。中核技術（リニ

ア等）は「防衛・秘匿」する傾

向が強い⁴。 

JIPA機関誌¹³や知財ガバナン
ス協会資料¹⁰等で、IP部門の
活動（分析、教育、表彰）を比

較的明示的に開示。 

3. 技術IP（特許）の重点領域 「鉄道輸送」の核心技術（安

全、速度、環境）¹、²、および
「超電導リニア」⁴に極度に集
中。 

鉄道技術に加え、IT（Suica
等）、サービス、不動産、エネ

ルギーなど、多角化事業に

関連する広範な領域をカ

バー（推察）。 

4. ブランドIPの活用 中核ブランド（新幹線、リニ

ア）の厳格な防衛（例：「リニ

ア特急」拒絶³）。子会社によ
る「鉄道体験」IP（車両、駅名
標、音源⁵）の体系的な収益
化⁹。 

鉄道ブランドに加え、多角化

事業から生まれた「Suica（ペ
ンギン）」等、キャラクターIP
の活用が活発（一般知見）。

色彩商標（E5系はやぶさ等）
も積極活用¹³。 

5. IPの国際展開モデル リスク回避型。ハード（車両）

のリスクを避け、「運用ノウハ

ウ（暗黙知）」のコンサルティ

ング（フィービジネス）を志向

（例：台湾）⁷、⁸。 

権利取得型。海外事業（

M&A含む）の展開に伴い、現
地での特許・商標の「適切な

権利取得」を計画的に進める

¹³。 

6. 戦略的キーワード（推定） 集中・防衛（Fortress Model
） 

分散・活用（Ecosystem 
Model） 

比較分析からの示唆 

上記（表1）の比較から、両社のIP戦略の根本的な思想の違いが浮き彫りになります。 

1. IPガバナンスと開示姿勢（表1-2） 



JR東海がIP戦略の開示に抑制的であるのに対し、JR東日本は比較的積極的です。JR東日本は、
JIPA（日本知的財産協会）の機関誌（2017年）¹³において、知的財産部門が「事業戦略・研究開発戦
略を下支え」¹³するために、保有特許・商標の分析・評価、取捨選択、新たな権利化を図っていると説
明しています。また、「色彩等、新しいタイプの商標を積極的に出願し活用」¹³（例：E5系はやぶさの
緑・白・ピンクの車体カラー）や、社員・経営層への啓蒙活動（知財研修、講演会、表彰制度）¹³につい
ても言及しています。 
一方、JR東海のIP戦略は、IR資料⁶、¹⁵からは読み取りにくく、むしろリニア技術の漏洩を恐れるといっ
た「防衛」の側面⁴が報道等でクローズアップされます。これは、JR東海にとって最も重要なIP（リニ
ア）が「秘匿すべき営業秘密」としての性格を強く持つため、開示自体がリスクであると判断されてい

る可能性を示唆しています。 
2. IPの重点領域（表1-3, 1-4） 
このガバナンスの違いは、IPの重点領域にも反映されています。JR東海のIPは、技術（N700S¹、²、リ
ニア⁴）からブランド（新幹線、リニア³、¹²、音源⁵）に至るまで、すべてが「鉄道輸送」という中核事業の
軸線上にあります。 
対してJR東日本は、鉄道技術は当然として、Suicaという決済・認証プラットフォーム、エキナカという
不動産・リテール、さらには金融、ITサービス、近年ではM&Aを通じた海外事業¹³など、IPがカバーす
べき「事業ドメイン」が本質的に広範です。したがって、そのIP戦略も、多角化した事業ポートフォリオ
全体を下支えする（あるいはM&Aのデューデリジェンスに活用する）ための、分散的・広範なものに
ならざるを得ないと推察されます。 
3. 国際展開モデル（表1-5） 
両社の国際展開モデルの違いは、彼らのIP戦略の思想を最も象徴的に示しています。 
JR東海は、台湾モデル⁷、⁸が示すように、自らの「中核技術（ハード）」の流出リスク⁴を徹底的に回避
し、模倣困難な「運用ノウハウ（暗黙知）」という無形資産をコンサルティング（フィービジネス）として

提供する「サービス化」モデルを採っています。 
一方、JR東日本は、JIPA機関誌¹³において「近年、海外事業の展開やインバウンド需要の増加に向
けて、海外での特許や商標の適切な権利取得やノウハウ保護の必要性が高まってきている」¹³とし、
「これらの対応について、計画的に進めている」¹³と述べています。これは、自社の事業（あるいは買
収した事業）を海外で展開するにあたり、現地で自らの権利を積極的に確保・行使するという、より伝

統的かつ直接的なIPの国際展開モデルを志向していることを示しています。 
結論として、JR東海は「今ある最強の資産（新幹線・リニア）をいかに守り、いかにリスクなく収益化す
るか」という「集中・防衛」型のIP戦略を採っているのに対し、JR東日本は「IPをいかに活用して、鉄道
以外の新しい収益源（多角化事業）を生み出し、守るか」という「分散・活用」型のIP戦略を志向してい
ると分析され、両社の事業戦略の違いがIP戦略に明確に投影されていると言えます。 
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リスク・課題（短期・中期・長期） 
 

JR東海が推進する「集中・防衛（要塞モデル）」と「リスク回避型活用（エコシステムモデル）」を両輪と
する知的財産戦略は、現時点において極めて合理的かつ堅牢（けんろう）に見えます。しかし、この

戦略もまた、同社が直面する事業環境の変化や内部的なプロジェクトの進捗によって、短期・中期・

長期の時間軸で様々なリスクと課題に晒（さら）されていると分析されます。 

短期的リスク：リニアプロジェクト遅延に伴うIPポートフォリオの陳腐化 

JR東海のIP戦略、特に巨額の研究開発投資（R&D）の結晶である「中核技術IP」の価値は、その多く
がリニア中央新幹線プロジェクト⁴と不可分に結びついています。したがって、同プロジェクトの開業時
期の大幅な遅延（静岡工区の未着工問題など）は、単なる「開業の遅れ」や「投資回収の遅れ」に留

まらず、同社のIPポートフォリオの価値そのものを毀損（きそん）する、最大かつ喫緊の（短期～中期
的）リスクであると指摘できます。 
このリスクは、具体的に以下の二つの側面から顕在化します。 
1.​ 特許権の存続期間満了リスク:​
特許権の存続期間は、原則として「出願から20年」で満了します。リニアプロジェクトは、国鉄時
代の研究開始から数えると数十年に及ぶR&Dの歴史があり、その過程で取得された多くの基
幹特許（特に初期の基本特許）は、すでに満了しているか、満了が近づいている可能性があり

ます。​
もちろん、プロジェクトの進捗に合わせて新たな改良発明（周辺特許）が常に出願され、ポート

フォリオは維持・強化されています。しかし、プロジェクトの遅延が長引き、実際の「開業（＝技術

の商業的実施）」が遅れれば遅れるほど、その技術の「商業的価値」を特許権によって法的に

独占排他的に保護できる期間は短くなります。最悪の場合、多額のR&Dコストを投じて開発し
た核心技術が、開業後（あるいは開業直後）に特許権の満了を迎え、他社（特に海外勢）による

模倣（キャッチアップ）が容易になる「権利期間の逸失」リスクに直面します。​
「営業秘密」として秘匿する戦略⁴も、このリスクを部分的にしかヘッジできません。なぜなら、秘
匿戦略は「他者が独自に開発すること（リバースエンジニアリング含む）」や「他者による特許出

願」を防ぐことはできないためです。 
2.​ ブランド価値の陳腐化リスク:​
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IPには技術（特許）だけでなく、ブランド（商標）も含まれます。JR東海は、「リニア特許」³（の防
衛）や「リニアピクトグラム」¹²（の出願）など、リニアブランドの価値保全にも注力しています。​
しかし、ブランド価値、特に「未来」や「革新」を象徴するリニアのブランド価値は、「期待感」に

よって支えられています。プロジェクトの遅延が常態化し、メディア等でネガティブな報道（例：需

要動向調査の開始¹⁶など、開業後の姿が未だ調査段階であること）が続けば、社会的な「期待
感」は「失望」や「停滞」のイメージへと転化し、ブランド価値そのものが陳腐化・毀損するリスク

があります。 

中期的リスク：サプライチェーン経由の技術流出と「要塞モデル」の限界 

JR東海の技術的優位性は、N700Sの基幹部品（例：NTNの軸受¹）が示すように、高度な技術力を持
つ日本のサプライチェーン（部品メーカー、素材メーカー）との緊密な連携によって支えられていま

す。 
しかし、この強固なサプライチェーンは、中核技術の「防衛」という観点からは、諸刃の剣となり得ま

す。過去の報道⁴が示唆するように、JR東海本体がいかに厳格な情報管理（要塞モデル）を敷いて
も、その技術情報（仕様書、図面、ノウハウ）にアクセスする必要があるサプライヤー（あるいはその

先の二次・三次サプライヤー）の従業員やシステムを経由して、意図的か過失かを問わず、技術が

外部（特に海外）に流出するリスクは常に存在します。サプライチェーンのグローバル化やサイバー

攻撃の高度化に伴い、このリスクは増大する傾向にあります。 
さらに、この「要B塞モデル」（クローズドな技術管理、自前主義）⁴は、防衛には有効である一方で、イ
ノベーションの創出という観点では「イノベーションのジレンマ」や「ガラパゴス化」のリスクを内包して

います。 
鉄道輸送の「安全・安定」という領域においては、クローズドで垂直統合的な技術開発が最適解であ

る可能性が高いです。しかし、例えば「AIによる需要予測・ダイナミックプライシング」「IoTによる予知
保全」「顧客向けUI/UXの高度化」といった、日進月歩のデジタル技術・ソフトウェア領域においては、
世界中のスタートアップやITジャイアントが主導する「オープンイノベーション」の潮流から取り残さ
れ、自社（あるいは固定化されたサプライチェーン）の「囲い込み」が、かえって技術革新のスピード

を鈍化させる足枷（あしかせ）となる可能性があります。 
長期的リスク：国際標準化（デファクトスタンダード）の逸失 

JR東海が「虎の子」⁴としてリニア技術を「防衛・秘匿」する戦略（要塞モデル）は、長期的には、国際
的な高速鉄道市場における「デファクトスタンダード（事実上の標準）」を、他国（特に中国や欧州勢）

に奪われるリスクを内包しています。 
技術（IP）の価値を最大化する戦略の一つに、自らの技術仕様を「国際標準（Standard Essential 
Patent, SEP）」として普及させ、世界中の市場からライセンス料を徴収する、というモデルがあります
（例：携帯電話の通信規格）。 
JR東海は現在、台湾⁷のような個別の「コンサルティング」収益を志向していますが、技術の核心部分
を秘匿し続ける戦略は、自らの技術仕様を「オープンな国際標準」として積極的に提案し、普及させ

る戦略とは対極にあります。 
もし、JR東海がリニア技術の「防衛」に固執する間に、中国などが（たとえ技術的には劣っていたとし
ても）より安価で導入しやすい浮上式鉄道システムを構築し、それを「国際標準」として新興国市場

（例：アジア、アフリカ）に先行して普及させることに成功した場合、JR東海の超電導リニア技術は、
「日本国内専用」の極めて高度（だが高価で互換性のない）なローカル技術に留まり、グローバル市



場での展開（IP価値の最大化）の機会を永久に逸失する可能性があります。これは、かつて日本の
製造業が陥った「高性能・高品質だが、標準化競争に敗れた」という構図の再現となるリスクです。 
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今後の展望：政策・技術・市場動向との接続 
 

JR東海を取り巻く事業環境は、リニアプロジェクトの遅延¹⁶といった課題を抱えつつも、政策、技術、
市場の各側面で、同社のIP戦略の価値をさらに高める可能性のある潮流も存在します。これらの動
向とIP戦略を接続させることで、今後の展望が明らかになります。 

展望（1）：リニア開業と「デュアル・大動脈」体制のIP価値 

現在の最大のリスク要因であるリニア中央新幹線プロジェクト¹⁶ですが、仮に（あるいは、いつか）開
業が実現した場合、それはJR東海にとって、他のいかなる鉄道事業者も持ち得ない、新たな「知的
財産」の源泉となると予測されます。 
リニアが開業すると、JR東海は「東海道新幹線（N700S等）」という高速の車輪式鉄道と、「中央新幹
線（リニア）」という超高速の浮上式鉄道という、特性が全く異なる二つの「大動脈」を、同一の区間

（東京～名古屋～大阪）⁶、¹⁵で同時に、かつ一体的に運用する、世界で唯一の事業者となります。 
この「デュアル・システム」の運用ノウハウそのものが、他社の追随を許さない、極めて価値の高い

「運用IP（システム・ノウハウ）」の塊となります。 
例えば、以下のようなノウハウの蓄積が予想されます。 
●​ 災害・事故時の相互補完ノウハウ: 一方の大動脈（例：新幹線）が地震や豪雨で不通になった
際、もう一方（リニア）に瞬時に需要を振り分け、輸送を維持・代替するオペレーション技術とシ

ステム。 
●​ 需要変動に応じた最適配分ノウハウ: 平常時においても、ビジネス（速達性重視）需要はリニア
へ、観光・近距離（快適性・価格重視）需要は新幹線へ、といった形で、時間帯や季節変動に応

じて二つのシステムの供給（ダイヤ）と価格を動的に最適配分するアルゴリズム（高度なダイナ

ミックプライシング）。 
●​ 異種技術の統合的保守ノウハウ: 「車輪式」と「浮上式」という、全く異なる技術体系（車両、軌
道、電力、信号、保守）を、同一の組織（JR東海）が効率的かつ安全に保守・管理・運用する体
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制と、それを支える人材育成プログラム。​
リニアプロジェクトの遅延¹⁶は、これらの「未来のIP」の創出・蓄積を遅らせていることを意味しま
すが、ひとたび開業が実現すれば、この「デュアル・大動脈の運用IP」は、台湾モデル⁷で示した
「単一システムの運用IP」を遥かに凌駕（りょうが）する、JR東海の新たな収益の柱（国際コンサ
ルティングの最上位パッケージ）となる可能性を秘めています。 

展望（2）：台湾モデル（システム・ノウハウ輸出）の横展開 

2024年に契約が締結された台湾高鐵（THSRC）への技術コンサルティング契約（N700Sベース車両
導入支援）⁷、⁸は、JR東海の国際IP戦略における試金石（テストケース）であると見られます。この
「ハード（車両）はメーカー、ソフト（運用ノウハウ）はJR東海」という、リスクを排した「フィービジネス」
モデル⁷が成功裏に遂行され、台湾高鐵の安全性・安定性の向上⁷に貢献したという実績が生まれれ
ば、これは他の国・地域への強力な「営業ツール（実績）」となります。 
具体的には、N700Sベースの車両導入が過去に検討され、あるいは将来的に計画される可能性の
ある国・地域（例えば、米国テキサス新幹線プロジェクトなど、日本の新幹線技術の採用が検討され

ている案件）に対し、この「台湾モデル」をIPパッケージとして横展開することが可能になります。 
前述の通り、この「運用ノウハウ（フィービジネス）」の輸出モデルは、国土交通省が推進する「インフ

ラ輸出戦略」¹¹（建設業等の海外展開支援、フィービジネスの推奨）とも完全に軌を一にしています。 
この台湾モデルの成功は、JR東海が単なる「日本の鉄道事業者」から、「世界の高速鉄道の安全・
安定運用を支援する、高付加価値なIP（ノウハウ）サービスプロバイダー」へと変貌する第一歩となる
可能性があります。これは、政府によるインフラ輸出（トップセールス等）の後押しも受けやすく、JR東
海のIP戦略が、同社の海外事業戦略であると同時に、日本のインフラ輸出における「稼ぎ方」の高付
加価値化（「モノ売り」から「コト（サービス）売り」へ）を牽引（けんいん）する役割を担う未来を示唆し

ています。 
展望（3）：ESG・サステナビリティIPの更なる重要化 

JR東海は統合報告書⁶、¹⁵において「ESG経営」の実践と「社会的価値」の創造を掲げています。この
文脈において、N700Sの「再生アルミの選別工程」²に代表されるような、環境負荷低減に直結する
「環境IP（サステナビリティIP）」は、今後ますますその重要性を増すと見られます。 
世界の機関投資家や規制当局、そして一般社会が、企業に求めるESG（環境・社会・ガバナンス）へ
の要求水準は、年々急速に高度化しています。単なるスローガンとしての「環境配慮」ではなく、

N700Sの消費電力削減（△7%）²やCO2排出量削減（再生アルミ使用で1編成あたり50トン）²といっ
た、技術IP（特許やノウハウ）に裏付けられた「定量的」かつ「具体的」な成果が、企業の「社会的価
値」⁶を測定する上での重要な指標（KPI）となっています。 
今後は、現行の新幹線技術（省エネ、リサイクル）²だけでなく、リニア技術についても、その「圧倒的
な速度」や「輸送力」という経済的価値（便益）だけでなく、「建設・運用時における環境負荷（例：消費

電力、CO2排出量）」「サステナビリティ（例：部材のリサイクル性）」といった側面を、具体的な技術IP
によっていかに担保・改善していくかが、プロジェクトの社会的受容性（Social License to Operate）
を得る上で、ますます強く問われることになると推察されます。したがって、R&Dにおける「環境IP」の
創出は、同社のIP戦略において、中核技術（安全・速度）と同等、あるいはそれ以上に重要な位置を
占めていくものと展望されます。 
 



当章の参考資料 
 

●​ ² https://jr-central.co.jp/news/release/_pdf/000042059.pdf 
●​ ⁶ https://company.jr-central.co.jp/ir/annualreport/_pdf/annualreport2025.pdf 
●​ ⁷ https://jr-central.co.jp/news/release/nws003991.html 
●​ ⁸ https://www.traicy.com/posts/20231205284488/ 
●​ ¹¹ https://www.mlit.go.jp/report/press/totikensangyo13_hh_000416.html 
●​ ¹⁵ https://company.jr-central.co.jp/ir/annualreport/_pdf/annualreport2025.pdf 
●​ ¹⁶ https://www.zaikai.jp/articles/detail/2544 

 

戦略的示唆（経営・研究開発・事業化の観点で） 
 

本レポートで実施した東海旅客鉄道（JR東海）の知的財産（IP）戦略の網羅的分析に基づき、同社の
持続的な競争優位の確立と企業価値の向上に向けて、経営、研究開発（R&D）、および事業開発
（事業化）の各観点から、以下の戦略的示唆（アクション候補）が導き出されます。 

1. 経営層（Executive Level）への示唆 

JR東海の経営層は、同社のIP戦略が「中核技術（リニア等）の防衛・秘匿（要塞モデル）」⁴と、「運用ノ
ウハウ（台湾モデル）⁷やブランド（ライセンス）⁹の活用・収益化（エコシステムモデル）」という、明確に
使い分けられた二つの側面によって推進されていることを認識する必要があります。この二元的な

戦略の精度を高め、リスクを管理することが経営の重要課題です。 

●​ 推奨アクション（1）：台湾モデル（システム・ノウハウ輸出）の「成功の体系化と商品化」​
台湾高鐵との技術コンサルティング契約⁷、⁸は、個別の成功事例に留めてはなりません。この契
約で提供している「運用ノウハウ（例：教育プログラム、保守設備更新、信号システム修正）」⁷
を、より体系的かつ汎用的な「IPパッケージ（サービス商品）」として社内で再定義・標準化するこ
とが求められます。具体的には、法務・知財部門が中心となり、これらのノウハウを（営業秘密

として）厳格に管理しつつ、他国（例：米国）の鉄道事業者にも展開（ライセンス）可能な「契約・

サービス仕様の雛形（ひながた）」を早期に構築すべきです。 
●​ 推奨アクション（2）：リニア遅延がIP価値に与える「定量的評価」のガバナンス導入​
リニアプロジェクトの遅延は、同社のIPポートフォリオにおける最大のリスクファクター（前述3.7）
です。経営層は、この遅延がIP資産（特に特許）の「価値毀損」にどれだけの影響を与えるか
（＝商業的実施が可能な残存期間がどれだけ短くなるか）を、法務・知財部門に定期的に（例え

ば年次で）評価・報告させるガバナンスプロセスを導入する必要があります。この定量的評価に

基づき、必要に応じてR&D部門に対し、一部の技術の特許出願時期を意図的に遅らせる（＝権
利期間の開始を遅らせる）戦略や、特許公開を諦めて「営業秘密」として秘匿する戦略への切り

替えを指示するなど、ダイナミックなIP戦略の見直しを行うべきです。 
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2. 研究開発（R&D）部門への示唆 

JR東海のR&D部門は、N700Sの「再生アルミの選別工程」²や、台湾に提供する「運用体系」⁷など、
ハードウェア（モノ）だけでなく、模倣が極めて困難な「プロセス・ノウハウ」や「システム・ノウハウ」と

いった、高品質なブラックボックスIPの創出に優れた能力を持っています。 

●​ 推奨アクション（1）：「プロセスIP」および「システムIP」の創出のKPI化​
このR&D部門の強みをさらに伸ばすため、従来の「特許出願件数」といった量的なKPIだけでな
く、「プロセスIP（製造、保守、選別等の工程ノウハウ）の創出件数」や「システムIP（運用アルゴ
リズム、教育体系）の構築」といった、質的かつ模倣困難なIPの創出を、R&D部門の正式なKPI
（重要業績評価指標）や人事評価に組み込むことが推奨されます。これにより、現場のエンジニ

アや研究者の意識が、目に見える「モノ」の発明だけでなく、目に見えにくいが価値の高い「コト

（プロセス、システム）」の発明へと向かうインセンティブが働きます。 
●​ 推奨アクション（2）：「要塞モデル」の弱点を補完する、限定的オープンイノベーションの試行​
中核技術（安全・速度・リニア）⁴における「要塞モデル」（クローズドな自前主義）は堅持すべきで
す。しかし、それ以外の非中核領域、特にデジタル技術（例：AIによる需要予測、顧客向け
UI/UXアプリ、駅業務の自動化など）においては、この「要塞モデル」がイノベーションの遅延（ガ
ラパゴス化）を招くリスク（前述3.7）があります。R&D部門は、これらの非中核領域に限定して、
外部の知見（例：スタートアップ企業、大学）を迅速に取り入れるためのチャネル（例：コーポレー

ト・ベンチャー・キャピタル（CVC）の設立、技術コンペティションの開催）を確保し、「要塞」の一部
に戦略的な「窓」を開けることを試行すべきです。 

3. 事業開発・ライセンス部門への示唆 

JR東海エージェンシー⁹を中心とするブランドIPの活用（エコシステムモデル）は、「音」⁵に至るまでIP
化するなど、非常に優れた水準にあります。今後は、このエコシステムの「防衛」の強化と、ノウハウ

自体の「海外展開」が課題となります。 

●​ 推奨アクション（1）：デジタル領域における「リニア」ブランドの監視体制強化​
リニア開業が（遅延しつつも）近づくにつれ、あるいは社会的な注目が高まるにつれ、第三者に

よる「リニア特急」³のような便乗的な商標出願や、ピクトグラム¹²の無断使用、類似ドメイン名の
取得などが、特にデジタル領域（SNS、ECサイト、アプリストア）で急増すると予想されます。事
業開発・ライセンス部門は、法務・知財部門と連携し、これらのデジタル空間におけるブランド毀

損行為を迅速に検知・排除するための、常時監視（モニタリング）体制を強化する必要がありま

す。 
●​ 推奨アクション（2）：国内ライセンス事業ノウハウの「海外コンサルティング」化​
国内のライセンス事業（JR東海エージェンシー）⁹で蓄積されたノウハウ、すなわち「鉄道ブランド
をいかに管理し、いかに多角的に（音⁵まで含めて）収益化するか」という体系的な知見は、それ
自体が価値のある「IP（ノウハウ）」です。台湾高鐵⁷のような海外の鉄道パートナーに対し、技術
コンサルティング（運用ノウハウ）だけでなく、この「ブランド戦略コンサルティング（IP活用ノウハ
ウ）」も併せて提供し、新たなマネタイズポイント（収益源）として育てることを検討すべきです。こ

れは、台湾モデル⁷を「技術」と「ブランド」の両面で深化・拡大させるものです。 
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総括 
 

本レポートは、東海旅客鉄道（JR東海）の知的財産（IP）戦略について、公開情報に基づき、その背
景、体制、具体的な戦術、リスク、そして将来展望を網羅的に分析しました。 

最重要論点の再確認：デュアル・モデルの合理性 

本分析を通じて明らかになったJR東海のIP戦略の最重要の論点は、それが経営理念「日本の大動
脈」⁶、¹⁵の実現という単一の目的に向けて、二つの異なるモデル（「要塞モデル」と「エコシステムモデ
ル」）を合理的かつ精緻に使い分けている点にあります。 

第一の**「要塞モデル（防衛）」**は、超電導リニア技術⁴や新幹線の基幹技術（安全、環境）¹、²に適
用されます。これは、過去の技術流出への強い警戒感⁴を背景に、同社の競争優位の源泉を「特許」
と「営業秘密」の組み合わせによって徹底的に「防衛・秘匿」する戦略です。このモデルは、他社の追

随を許さない「非対称性」を維持することを唯一の目的としています。 

第二の**「エコシステムモデル（活用）」**は、ブランドIP（商標、意匠、音源）⁹、⁵や、国際展開におけ
る「運用ノウハウ」⁷、⁸に適用されます。これは、中核技術（ハードウェア）の流出リスクを徹底的に排
除した上で、模倣困難な「無形資産（ブランド体験、運用ノウハウ）」をライセンス（商品化、コンサル

ティング）することで、「高付加価値な収益」を上げる戦略です。 

この二つのモデルは、競合他社（例：JR東日本¹³）のような「多角化のためのIP」とは一線を画し、「本
業（鉄道輸送）の永続的優位性を担保するためのIP」として、極めて「JR東海的」な、一貫性と合理性
を備えたものとなっています。 

意思決定への含意：最大の不確実性 

本レポートが、JR東海の経営層、R&D部門、および事業部門の意思決定に提供する最大の含意
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は、この堅牢（けんろう）に見えるIP戦略の「アキレス腱」がどこにあるかを明確にすることです。 

それは、**リニア中央新幹線プロジェクトの「実現」**です。 

同社のIP戦略、特に巨額のR&D投資を正当化する「要塞モデル」の価値は、最終的にリニアが開業
し、それが「日本の大動脈」として機能し、運輸収入（リターン）を生み出すことによってのみ、完全に

証明されます。 

プロジェクトの遅延¹⁶は、この戦略の根幹を揺るがす最大のリスクファクターです。遅延が長引けば、
蓄積された特許ポートフォリオは、権利期間の満了や技術的陳腐化によって、その価値を日々失っ

ていきます（前述3.7）。経営層は、この「IP価値の時限性」を冷徹に認識し、プロジェクトの進捗管理
と並行して、IPポートフォリオの「賞味期限」を管理するという、極めて困難な舵取りを求められていま
す。 

JR東海のIP戦略は、日本の技術力の粋を集めた「要塞」を築きつつ、その「城下町」（エコシステム）
で巧みに収益を上げる、見事な戦略です。しかし、その「要塞」の本体（リニア）が完成しない限り、こ

の戦略は未完のままとなる危険性を孕（はら）んでいます。 
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